2010年度道政への「要求と提言」
１．憲法と平和・生命を守る要求

 (1) 国連中心主義から逸脱して単独行動主義をとってきたアメリカのブッシュ政権に追随してきた自公政権は、イラク特措法によりイラク侵略戦争に自衛隊の派遣（陸上は撤退、航空は継続中）、テロ特措法によりインド洋に海上自衛隊を派遣し、給油活動を継続しています。しかし、新しく誕生したオバマ政権は、「核兵器のない世界」への努力をはじめ、2011年にイラクから米軍の撤退の準備指令を出していますが、アフガンへの「米軍増兵投入」を明言しています。
    平和を望む世界の人々は、ブッシュ前政権の軍事力による世界支配を抜本的に転換し、国連を中心とする対話と協調による安全保障体制の確立に向けて、オバマ大統領はその役割を果たすように期待しています。
    鳩山政権は、アメリカを盲目的に支援してきた日本の責任を反省し、自衛隊のインド　洋での給油活動を期限切れの来年１月に止め、軍事面ではない民生分野での国際貢献を　検討することにしています。
　　軍事紛争を止めさせるために外国軍隊を速やかに撤退させ、国連が中心となってアフガンの治安回復、そして農業復興、生活・医療・教育支援など積極的な国際貢献を果たすように政府に要望すること。
(2) 北東アジアの平和を築くため、道の中国・ロシア・韓国等との自治体外交や民間交流を引き続き強化すること。さらに朝鮮半島の緊張緩和と非核化、とりわけ北朝鮮の核保有の放棄に向けた六カ国協議が再開され、合わせて米朝正常化、さらに拉致問題の解決と日朝国交正常化が進むように朝鮮民主主義人民共和国との交流促進に向けて支援・援助を強められたい。
(3) 「国旗掲揚や国歌斉唱は地域社会において強制するものではない」と道も説明されているが、今日、学校の入学式・卒業式においては、特に教職員、子どもには「強制は当たり前」、「従わない者には処分と恫喝」が普通のことになっています。
国旗及び国歌の意義を理解させると言われますが、歴史的な経緯から「日の丸」「君が代」への「軍国主義を肯定するとの思想的な批判」も根強く、そうした価値観をもつ子ども・生徒、教職員、保護者の思想・信条の自由を侵害することについてどう考えているのか、さらに侵害しないためにはどのような措置が必要なのか明らかにすること。
(4) 昨秋の田母神前航空幕僚長の「侵略戦争を肯定」する考えが論文や自衛隊学校での歴史教育の内容になっていることが判明しました。田母神氏は更迭以降も全国各地で講演会の講師となって同様の発言を繰り返しており、８月６日の広島市の講演では「日本は核武装すべき」と主張しています。
　　こうした誤った考えを正当化する風潮は、憲法改正を公約した小泉・安倍内閣の政治のなかで醸成されてきています。その結果、靖国神社への公式参拝、教育基本法の改悪、沖縄戦の強制自決をめぐる文科省の誤った高校教科書検定作業など歴史を歪曲する動きとなっています。
    時の政権・政府が歴史を歪曲することのないように求めるとともに、憲法の理念を道　行政に生かすように努力すること。
(5) 知事は、「全道戦没者遺族大会」については政教分離の観点から違憲であり、出席せず、知事感謝状の贈呈は道主催の戦没者追悼式で行うこと。
(6) オバマ米政権は世界の核兵器廃絶に向けて精力的に活動を開始しています。鳩山政権も唯一の被爆国として核兵器廃絶に向けてリーダーシップを発揮していくことを世界に明らかにしています。しかし、原子力発電が生み出すプルトニウムを利用した核兵器保有国がインド・パキスタン・イスラエル、そしてイラン・北朝鮮でも核開発が進められており、残念ながら一方では核拡散の脅威も増しています。
　　日本では横須賀に米の新しい原子力空母が母港として配備、佐世保にも米原子力潜水　艦が配備されるなど、日本国内での非核三原則の法制化と核兵器廃絶の運動の強化が求められます。さらに核搭載の米艦船の道内港への寄港や、道内での在日米軍の軍事演習や日米合同演習に反対し、北海道の平和と道民の安全を守る立場から、次の取り組みを行うこと。
1 道として「非核・平和条例」を制定し、核兵器廃絶、道内への核艦船等の寄港等を

拒否することを内外に明らかにすること。
　②　沖縄米軍の矢臼別演習場での実弾射撃演習における「夜間の射撃訓練の禁止」「騒音・安全対策」「隊員の外出問題」が未だ解決されておらず、演習の中止も含めた厳しい対応を国に求めること。
3 また、在日米軍の千歳移転訓練は、当初は沖縄の負担軽減のため沖縄米軍Ｆ15戦闘

機の移転訓練とされていましたが、現実は岩国基地からの部隊の移転訓練となるなど当初方針と異なる訓練となっており問題である。道の考えと対応について明らかにすること。
　④　米国艦船の函館・室蘭・小樽・石狩など商業港への寄港が相次いでおり、軍事利用港としての既成事実化が進んでいます。歯止めをかけるためには運用改善ではなく日米地位協定の抜本改正を国に求めること。
(7) 新潟・柏崎刈羽原発の事故により地震列島日本の全国の原発所在地の住民は、地震への不安だけでなく原発の安全性への危惧を抱いています。道として次の課題に取り組みを行うこと。
  ①　北電が国の指示に基づき、改訂された耐震設計審査指針に照らした泊発電所の新潟中越沖地震の知見をふまえた耐震安全性評価の結果、これに対する評価について明らかにすること。　　
　②　泊３号原発でのプルサーマル計画に関して、次の事項について明らかにすること。
    ア．知事は、2009年３月３日の道議会での答弁で計画の受け入れを表明しています。この判断は、推進派で構成した「有識者検討会議」の「北電の対策を無批判に受け入れた安全性」を容認した最終報告を根拠としており、さらに破綻しているプルトニウムを利用する核燃料サイクル政策について検討することなく容認したものです。
　　　　最終報告は、プルサーマルの「実績」について、北電が実施を予定しているＭＯ　　　Ｘ燃料のプルトニウム含有率、富化度や燃焼度等と同等の条件での実績はどこにも　　　なく、諸外国の事例のみに依存した安全性論となっています。
　　　　以上の点について見解を明らかにすること。　　　
イ．道は「計画の必要性や経済性」についてしっかりと検討することなく、「北電と同様に国の政策だから実施する」ことを前提とした取り扱いとなっています。
        プルサーマル計画について、道は「資源の有効利用と経済性の観点から理解する」      としているが、プルトニウムの有効利用は「高速増殖炉の実用化によって可能」なのです。ウランの使用済み燃料は再処理してプルトニウムに利用できるのは１％であり、原子力委員会が2004～2005年に再処理と直接処分のコスト試算でも再処理が1.6倍、ウラン燃料とＭＯＸ燃料の価格もＭＯＸ燃料が４倍以上も高いというデータが明らかとなっています。
        さらに、道の新エネ・省エネ条例には「原発は過渡的エネルギー、脱原発をめざす」と明示しており、道のエネルギー政策との整合性をどう考えているのか明らかにすること。
    ウ．国は、1961年に高速増殖炉による核燃料サイクル計画を方針化しましたが、　　　高速増殖炉の実用化は原発先進国は既に撤退しており、2007年の長期計画では　　　2050年以降に展望もなく先送りされています。50年近くにわたって莫大な税金を投入し、さらに展望もなく計画を継続し、税の無駄使いを続けることについて、道はどのような認識にたつのか明らかにすること。
核燃料サイクル政策は破綻したとの認識にたつならば、プルサーマル計画を実施する前に、外国に依頼して再処理したプルトニウムをどう処理するべきか、またウランの使用済み燃料をどう処理するべきか、等について真正面から取り上げて十分な検討と議論、そして原子力政策の転換が必要と考えます。
    エ．北電は、６月に「2010年度のプルサーマル導入はＭＯＸ燃料製造会社との協　　　議から延期せざるを得ない」と発表しています。さらに、電気事業連合会は、「今後に予定するプルサーマル計画について2015年度まで延期」と発表しています。
        道は、こうした事態についてどのように考えているのか明らかにされたい。
　　　　また、国のプルトニウム利用計画は、トラブル続きの六カ所再処理工場の稼働が　　　不透明ななかで見直しを余儀なくされており、プルトニウムの利用政策について再　　　検討すべきです。見解を明らかにすること。
　③　2008年度泊原発防災訓練では住民避難訓練ではバスの手配ミスが発生し、40分間避難が遅れる事態となっています。また、総務省は道原子力防災センターの防災施設に不備があるとして関係省に改善を勧告しています。施設改善と合わせ、マニュアルに依存した訓練の弊害を正すなど防災訓練のあり方についての改善策について明らかにすること。　
  ④　経済産業省は、高レベル放射性廃棄物の最終処分場選定にあたり、「公募方式」に加え、「経産省が適地と判断する市町村に申し入れを行う」ことを６月23日に原子力委員会に報告しています。
      道は、「放射性廃棄物に関する条例」で道内への持ち込みを拒否していますが、経　　産省は「北海道の市町村も対象」と明言しており、道条例を尊重するように毅然として対応すること。
  ⑤　鳩山新政権は、地球温暖化防止に向けて2020年までに二酸化炭素25％削減を打ち出しています。今後は国として温暖化防止に向けた方針が示されてきますが、行政や企業の役割、国民1人ひとりへの課題も問われてきます。
　　　北海道の省エネ・新エネの取り組みを前進させていくためには、2007年に改定された「北海道省エネ・新エネ促進計画」の見直しと補強をすること。さらに、道内の各自治体がエネルギー政策を確立し、ライフスタイルの見直しによる省エネや自らの地域特性を生かし、風力、太陽光、バイオマス、木材ペレット等の新エネを積極的に導入していくように強力に助言・支援を強めること。
　⑥　原子力開発機構は、幌延深地層の調査研究計画として「実規模設備整備事業」への協力を進めることが明らかになりました。この事業は、高レベル放射性廃棄物の地層処分場を実規模で再現するＰＲ用の模擬施設を建設するものです。事業主体も核廃棄物処分実施主体であるＮＵＭＯによる地層処分の資金管理と放射性廃棄物の処理・処分体制の確立を推進する原子力発電環境整備促進資金管理センターであり、深地層研究計画とは別の事業です。このため周辺町村や住民は、研究施設が将来、「最終処分場」につながるのではないかという不安を募らせています。
  　　道は、この事業が道条例や「三者協定」を厳守するように原子力開発機構及び原子力発電環境整備促進資金管理センターとしっかり対応すること。
２．民主的道政の推進について
(1) 早期健全化団体について

自治体財政健全化法により、2008年度決算において道内では、夕張市が再生団体に、歌志内市、浜頓別町、中頓別町、江差町、洞爺湖町、利尻町、由仁町が実質公債費比率で早期健全化団体に該当しました。現在、該当自治体では、財政健全化計画を策定しているところです。北海道は該当自治体に対し助言する立場にありますが、行きすぎた助言とならないよう、次の点について要請します。

①　該当自治体が作成した「財政健全化計画」の内容に対し、早期健全化団体からの早期脱却のために強制的な指導・助言をおこなわないこと。

②　各自治体で労使交渉により決定した賃金労働条件に関わることについては、その内

容を尊重し不当な介入をおこなわないこと。
(2) 北海道財政の状況について

「2010年度決算で道が早期健全化団体入り」、と９月18日の新聞に報道されましたが道職員の賃金は11年前から独自削減が続いているにもかかわらず、道の財政は悪化する一方です。ずさんな財政運営と言わざるをえません。

　　悪化している原因と今後の見通しについて明らかにすること。
(3) 支庁制度改革について

４月１日から条例施行とされているが、市町村（道町村会）からは依然として「地域の理解は進んでいない」とし、知事に対し説明責任を求めています。今後行われる「条例に基づく正式協議」において、地域の住民サービス低下に繋がらないよう協議と合意を前提に拙速な対応を行わないこと。

(4) 夕張市の財政再生計画策定について
　　　夕張市では、短期間で再建計画を策定し実行してきましたが、様々な課題や問題点が明らかになり、限られた財源の中で行政としての役割を果たしているところです。

　夕張市が策定した財政再生計画については尊重すること。
(5) 公契約基本条例の推進について

千葉県の野田市において全国で初の条例が制定され、2010年２月末において施行されます。自治労北海道本部では、これまでに公契約基本条例の制定について何度も求めてきたところであり、道からは「現時点ではその環境にない」という回答だが、道においても総務業務一元化による民間委託や警備等の入札をおこなっているが、入札の価格競争がワーキングプアを生み出す社会的な情勢になっていることから、委託業務等に従事する労働者の労働条件などの調査をおこなうこと。
(6) 入札における落札基準に技術的な評価だけではなく、「公正労働基準」「環境への配慮」「福祉」「男女平等参画」を取り入れた「総合評価入札制度」を採用すること。

３．男女平等行政の拡充に関する要求

(1) 各保健所が窓口になっている「女性の健康サポートセンター」について、市町村での相談窓口との役割分担を明確にし、予防的視点でライフステージ別の健康課題支援を実施していくことを求めます。そのためにも、女性だけでなく男性も共に全体で健康づくりに取り組んでいけるよう、健康や予防に関する普及・啓発を具体的におこなっていくこと。

(2) 育児・介護休業法や次世代育成支援対策推進法などの改正について、商工会議所などを通じ事業主への周知を徹底すること。周知、法整備にあたり、両立支援促進アドバイザー派遣事業を有効に活用すること。

また、今年度事業主団体への説明会やセミナーなどへのアドバイザー派遣などの実績及び今後の計画を示されたい。
(3) 北海道が設置している各種委員会等に、女性委員を積極的に登用し、第2次北海道男女平等参画基本計画での目標数値達成に向け取り組むこと。また、市町村においては各種委員会等に占める女性委員の登用状況が国や、道に比して低いことから、著しく低い自治体に対し是正を求めるなど、働きかけをおこなうこと。

(4) 「北海道男女平等参画チャレンジ賞」の受賞者を講師として人材登録するなど活用し、その活動を周知する中から男女平等参画の取り組みを広めていくこと。

(5) 北海道独自の子育て施策である「北海道すきやき隊」「どさんこ・子育て特典制度」「ほっかいどう子育て応援大賞」などは、どれも事業予算が無く、市町村の取り組みに依拠しているのが実態であり事業効果があまり感じられない。適正な財政措置をはかり、道主導のもと事業の推進をはかること。財政措置が難しいのであれば、各施策や、「北海道両立支援推進企業表彰」など内容が重複するものとの連携をはかり、事業の実効性ある展開をはかること。
(6) 「次世代育成支援対策推進法」に基づく行動計画については、本年度見直し期となっていることから、他への参考として北海道職員における特定事業主行動計画の進捗状況をHPに公表すること。

(7) 北海道男女平等参画苦情処理委員の活動を広く周知し、道民に男女平等参画の意識付けを進めるとともに、政策における男女平等参画の観点を定着させること。

４．福祉関係に関する要求

(1) 高齢者福祉施策の充実、介護保険制度の拡充をはかること。
　①　介護保険指定事業所に対する指導・監査については、市町村との連携・関与を促進するとともに、監査体制確立のため、本庁や支庁社会福祉課の組織人員体制を検証し、適切な施設・事業所運営水準を確立すること。また、指導・監査の方法については、書類などについて必要最小限とすること。

　②　介護給付適正化事業については、要介護認定の抑制、サービス内容やサービス量の規制強化を行わないこと。また、小規模自治体に対する支援体制を整備すること。

　③　過疎地や離島・山間等におけるサービスを確保するため、積極的な支援を行うこと。
　④　「地域包括支援センター」の設置については、直営もしくは直営に準ずる機関による運営を促進し、公平・中立な運営の観点を重視するよう必要な助言をおこなうこと。また、人材の確保についても、適切な支援を行うこと。
　⑤　養護老人ホームについては、道としての広域調整機能を確保して、措置費一般財源化後における適切な施設運営水準を確保すること。　
(2) 福祉事務所及び市町村福祉担当部門の実施体制を強化すること。
　①　福祉事務所における社会福祉主事、身体障害者福祉司、知的障害者福祉司、老人福祉指導主事、査察指導員などの配置状況や、経験年数及び研修の実施状況を明らかにし、資質向上のための支援体制を強化すること。

また、査察指導員及びケースワーカーについては、社会福祉主事などの資格取得者となるよう、指導すること。
　②　権限移譲等により相談援助機関としての重要性が増している町村福祉担当部門について、実施体制、人員配置、資質の確保などについて実態を明らかにし、人員措置や財源措置、技術的支援を強化すること。

　③　生活保護の申請・受給にあたって、申請権の侵害が生じないよう、各種適正化通知

に対しては、受給者保護の観点から対処すること。

また、新たなセーフィティネット構築の動きに対しては、生活保護制度に対する負

担緩和と、一般施策の充実がはかられるよう、国に求めること。

　④　2009年10月よりスタートした「住宅を失った離職者を支援する新たなセーフティネット」が利用者のたらいまわしにならないようにするためにも、制度窓口の連携と実施体制の充実をはかること。
(3) 「北海道障がい者条例」に基づき障害者（児）の権利擁護と暮らしやすい地域づくりを進めるための施策の拡充をはかること。

①　障害者（児）施設における利用者の権利擁護と地域生活移行を主体とするよう業務

及び施設機能全般の見直しと強化を行うとともに、地域で生活する障害者への相談・支援機能の強化をはかること。

②　障害児通園事業の実態の検証を行い実施水準の維持・強化をはかり、必要な財源措置を継続すること。

③　大規模施設の小規模化をはかり、施設から地域生活への移行を促進すること。また、小規模事業所の地域生活支援センターへの移行にあたっては、事業所の実態に配慮すること。
④　市町村障害福祉計画の着実な実施をはかるとともに、地域生活移行を可能にするためのサービス基盤の整備を促進すること。
⑤　施設入所者の地域移行および地域生活を実現するために、市町村および入所施設への支援施策を講じるとともに、サービスの地域間格差を解消すること。
⑥　常時介護が必要な障害者の入院状況を調査し、必要に応じて入院時においてもヘルパーサービス利用を可能とすること。

⑦　障害者雇用について

ア．一般公共交通機関および自家用車通勤が困難な障害者について福祉移送サービス利用を認め、通勤手当制度を適用すること。

イ．メンタルヘルス等、中途で障害をもった職員の職場復帰を積極的に促進すること。

ウ．人事評価制度の導入に当たっては、障害による制限や制約によって不利益とならないようにすることおよび必要な配慮を確保すること。

エ．道の障害者雇用については、自主雇用率の設定やダブルカウントをしないで雇用率達成を目標にするなど道内各自治体および民間の模範となるよう積極的に進めること。

オ．道として知的障害者の雇用を実施すること。

⑧　自治体公契約条例を定め、その基準においては障害者雇用率の達成を要件とすること。
(4) 子どもの育ちの公的保障を基本に、保育・子育て支援制度・学童保育・児童館施策の充実をはかること。

①　公立保育所関係の国庫負担金・補助金の一般財源化の影響について検証し、保育実施水準を低下させない財源保障を強化するよう働きかけること。

②　待機児童対策や過疎地の保育保障など自治体間格差是正にむけ支援をおこなうこと。

③　「保育所における質の向上のためのアクションプログラム」の具体化の促進に向けて、各市町村に働きかけること。

④　公的保育制度における市町村機能の重要性をふまえ、保育所入所制度や手続きのあり方を検討し、利用保障を強化するよう働きかけること。

⑤　保育所の最低基準については、国の義務付けを維持するよう働きかけること。

⑥　保育労働者の処遇を悪化させないため、保育所運営費の使途制限を維持するよう働きかけること。

⑦　保育所における非正規雇用の増大をふまえ、保育労働者の処遇改善をはかり、保育人材の安定的確保と定着を促進すること。

⑧　学童保育事業の運営水準の改善に向け、施設・職員配置・運営に関する基準について改善をはかること。

⑨　児童館職員の身分・労働条件については、経験の蓄積と専門性の向上による子どもの健全育成を促進する観点から、常勤化するなど身分・労働条件の抜本的な改善をはかること。

⑩　社会的養護を必要とする子どもの人権保障と将来の社会的自立への支援機能の強化

のため、児童養護施設や児童自立支援施設等の児童福祉施設最低基準の抜本改善を国に求めるとともに、児童養護施設の小舎化支援、自立支援ホームへの補助金増額とホームを増設すること。

⑪　児童相談所の一時保護所の混合処遇などの環境を改善すること。また、帯広児童相談所及び釧路児童相談所の施設を改善すること。
(5) 福祉・介護サービス労働者の社会的地位の向上と労働条件の改善を行うこと。
　①　次期介護報酬改定に向けて、以下の点について関係機関に要請すること。

　　ア．2009年４月報酬改定が介護労働者の賃金水準改善につながるように社会福祉事業所を指導し配分を促進すること。そして、人件費相当部分を明示すること。
　　イ．書類・作成業務の簡素化を促進すること。

　　ウ．軽度の要支援者に対する支援を拡充するため、予防給付報酬の抜本的な見直し・改善をはかること。

②　「社会福祉事業に従事する者の確保をはかるための措置に関する基本的な指針」を実効あるものにするため、労働関係法令の遵守、労働環境の改善やキャリアアップの仕組みの構築など、社会福祉事業者を積極的に指導すること。
③　社会福祉関係職場における臨時・嘱託・パート等の不安定で低い処遇の労働者については、関係法規の遵守、賃金等の労働条件の改善をはかり、正規職員配置の指導を強化すること。
④　福祉職場・福祉サービスへの労働者派遣（医療関係職種も含む）については、サービスの質の観点から認めないこと。また、偽装請負などの労働法令違反が認められた場合は、労働基準監督署などと連携し、速やかに対処すること。
⑤　社会福祉施設における社会福祉労働者の賃金・労働条件を低下させないよう、計算書類の公開や苦情解決事業における第三者委員の設置、第三者評価の受審・公表を推進し、監査結果を公表すること。また、これらの情報について、簡便な手続きによる道民のアクセスを保障すること。
⑥　介護・福祉労働者の「医療行為」について、道として実態を把握し、報酬上の基準の明確化を求め、国へ意見反映すること。

⑦　北海道社会福祉事業団について、移譲後の検証をすること。そして、設置者責任を明確にし、機会あるごとに必要な支援を行うこと。
５．衛生医療行政の拡充に関する要求（衛生医療）

（１）医療制度・医療供給制度の充実改善にむけて

①「公立病院改革ガイドライン」に係る道内公立病院の「公立病院改革プラン」策定の進捗状況と「公立病院改革プラン」点検・評価にむけた、道の基本的考え方を明らかにするとともに、過度な指導助言をおこなわないこと。

②　病院事業に交付されている地方交付税相当分を自治体病院に繰り出しているかどうか、繰り出しにあたって、「繰り出し基準」が定められているか状況を明らかにすること。

③　２次医療圏ごとの地域医療計画と公立病院改革プランの整合性と機能、役割をどのように考えているか、道の基本的考え方を明らかにすること。

　　④　地域医療計画と地域医療再生計画との整合性を明らかにするとともに、地域医療再生計画の提出状況と選考基準を明らかにすること。

⑤　医療機能が不足している地域の、医療機能の維持・強化を前提とした、自治体間の連携とネットワーク化について道の基本的考え方を明らかにすること。

⑥　医師確保対策の検討内容と進捗状況を明らかにすること。また、医師派遣の進捗状況を明らかにし、併せて、必要な予算措置をおこなうこと。

（２）公衆衛生行政の充実と地域保健・精神保健・精神医療の充実に関する事項

①　新型インフルエンザをはじめとする感染症に対する予防体制整備と財政措置を充実強化すること。

②　保健事業の推進のための人材確保の支援体制と進捗状況を明らかにすること。

③　食品の製造・流通の安全衛生を確保するため、保健所の適切な人員体制等検査体制等充実整備のための予算確保をおこなうこと。

④　国の消費者庁設置に対する道の体制を明らかにすること。

⑤  精神医療提供体制について、精神科医の養成と精神保健指定医配置を推進するこ　

　　　と。精神病院実地指導の徹底を図るための体制強化と予算措置をすること。

　　⑥　市町村の精神保健関連業務の充実のための人員確保と予算措置をおこなうこと。

（３）労働条件改善に関する事項

①　道内自治体病院の勤務医や看護職員等医療関係職員の労働条件等について把握すること。看護職員等医療関係職員の定着・確保、復帰、離職防止にどのような対策が必要と考えているか明らかにすること。

②　深刻な医療技術者不足が問題になっているが、とりわけ、看護師の深刻な不足を打開するための、看護師養成学校の定員増を進めること。また、第７次看護職員需給見通しに係る道の基本的考え方を明らかにすること。併せて必要な予算措置をおこなうこと。

③　保健、医療従事者等のメンタルヘルス対策について、実態調査と具体的対策にむけた予算措置をおこなうこと。
６．現業職場及び環境保全・廃棄物行政に関する要求

(1)　清掃事業は自治体の固有事務であり、市町村における施策がより具体的に推進されるべきと考える。北海道が率先して循環型社会の形成をめざすためにも、国の廃棄物処理に係る経費としての地方交付税や処理施設整備に特定した循環型社会形成交付金制度などと合わせて、独自の補助制度を導入すること。

(2)　廃棄物処理施設の解体については、これまで廃止された焼却施設の解体に向け「廃止焼却施設解体研究会」が設置されましたが、一定の費用低減効果が確認された複数市町村による共同解体の状況を含め、進捗状況及び今後の焼却炉の解体計画を示すこと。

(3)　ダイオキシン類対策については、今後も環境基準を遵守させるよう管理・監督・指導をおこなうこと。

(4) 環境労働者への安全衛生対策を確立するため、道として清掃工場や最終処分場などで働く労働者の血中ダイオキシン濃度を長期的かつ定期的に測定すること。また、そのための費用を補助すること。

　　あわせて、労働安全衛生法によって、清掃工場などで働く労働者の血中ダイオキシン濃度測定を義務付けることを関係機関に働きかけること。

(5) 道および市町村で策定する「一般廃棄物処理計画」に減量化・分別・リサイクルの施策展開が着実に遂行されるよう、一般廃棄物処理実態調査を実施していますが、進捗状況はどのようになっているのか示すこと。また、2010年以降の処理計画目標等、道としての考え方を明らかにすること。

事業系一般廃棄物については事業者によるリサイクル等の取組促進に努めるよう、道としても積極的に指導や助言をおこなっていくこと。

(6) 産業廃棄物や廃家電製品等の不適正処理・不法投棄対策を含めて、廃棄物行政における監視・指導・相談業務の重要性は増大している。道が主体的に公共関与し、産業廃棄物の適正処理に向け管理・監督するとともに、これらの業務に対して専門的な職員配置を基本として、さらに経験のある再任用職員の活用など増員配置をおこない、不法投棄対策を一層強化すること。

また、「循環資源利用促進税」いわゆる循環税は、限られた事業への補助制度となっているが情報ネットワークの運営やリサイクルに関する研究開発への支援、アドバイザー派遣事業以外にもさらに拡充をはかること。

(7) 廃棄物処理の適正処理・リサイクル推進のため様々な法整備がされる中、家庭電化器具の一部として「ディスポーザー」の導入が進んでいるが、このことは道民に対し、分別・リサイクルの徹底を指導している行政の立場と相反するものであり、設置について安易に導入させないこと。

(8) 「労働安全衛生委員会」の未設置自治体に対し、早急に法令を厳守させること。また、設置自治体については委員会が十分に機能するよう指導・助言をおこなうこと。

(9) 各自治体に対し、塵芥収集の委託契約時において道路交通法の遵守を明記するなどの助言・指導をおこなうこと。

(10)カセットボンベやエアゾール缶等、中身残留缶対策の実施に関しての目標・取組について明らかにすること。

(11)在宅医療系廃棄物について、安全に適正な処理を確保するために道としての考え方を明らかにすること。

(12)大規模災害発生時における対策計画・マニュアルの作成について、道としての考え方を明らかにすること。

７．消防行政と労働条件に関する要求

(1) 消防職員の労働条件について

①　平成14年2月28日最高裁「大星ビル管理判決」において、「仮眠休憩時間においても指揮命令下にあり、労働からの解放がなければ労働時間」との判決がなされた。消防職員の仮眠休憩時間の取り扱いにおいてもこれに類似しているにもかかわらず、仮眠休憩時間は無賃金拘束時間とされてきています。職場内において、指揮命令下にある時間すべてを勤務時間とするよう各消防本部に対し指導すること。

②　平成15年11月11日付消防消第206号「消防職員の勤務時間等の適正な管理と運用について」の通知中（以下、206号通知という）3によると、指令係員が119番通報を受信し、仮眠中の職員に対し出動命令することにより出動するとの見解で、消防職場は「大星ビル管理判決」と異にする職場との解釈が示されていますが、道内の消防職場において、119番通報を受信した指令係員自ら出動するという事例が多数確認されています。早急に調査を行い調査結果について公表すること。また、206号通知上の解釈と整合性が保たれているか示すこと。

③　206号通知中、休憩時間の繰り上げ、繰り下げ等の内容については、休憩時間の自由利用を制限されている消防職員の職場実態と乖離しています。本通知を改正或いは廃止するよう国に働きかけること。

④　仮眠休憩時間の時間設定においては、明確な指示・指導がないまま各消防職場で運用されていますが、206号通知に基づく適正な仮眠休憩時間の時間設定を示すこと。

⑤　平成15年11月25日付消防消第216号「消防職員の勤務時間等に係る管理運用状況調査」において、道内消防本部内で労働基準法に抵触している消防職場があることが確認されています。改善状況について明らかにすること。

⑥　道内の小規模消防職場においては、いまだに上記の勤務条件をさらに下回る宿日直勤務や無償の自宅待機勤務、町外々出禁止といった劣悪な勤務を恒常化している署所(道消協加盟56組織の内、宿日直勤務12件、自宅待機勤務5件、町外々出禁止6件)が存在しています。これらは、明らかに労働基準法に抵触していると解されます。また、台風等災害発生が予測される事案に対し、無賃金の自宅待機命令が出される消防職場が多く存在している。賃金が発生しないのに命令をかけられるのか。これらについて、北海道の独自調査を早急に行い、改善に向けて指導すること。また、これらの調査については事務組合、事務委託を構成する消防本部の構成市町村に至るまで調査し、調査内容と結果について公表すること。

⑦　多くの消防職場は24時間を１単位とする交代制勤務に服しています。2008年開催された北海道洞爺湖サミットでは交代勤務者の勤務時間は、無賃金の拘束時間である休憩時間を延長した24時間10分というものでありました。私たちは、拘束時間＝指揮命令下にある時間であり、労働からの解放がなく当然労働時間の延長と判断します。今後、絶対にこのような勤務時間割をしないよう道内各消防本部に対して指導すること。

⑧　消防職員の職務上の危険性、困難性、高度な技術の必要性を考慮した特殊勤務手当として地方交付税を受けているにもかかわらず、削減或いは廃止されている。早急に実態調査し公表すること。また、消防職員の勤務条件の特殊性に対し配慮する上でも、特殊勤務手当が削減或いは廃止されないよう市町村関係部局及び各消防本部に対し指導すること。

⑨　現在、公務員制度改革に関する検討が国で進められています。公務員の労働三権を保障するよう、特に消防職員に団結権を付与するよう国に働きかけること。

⑩　再任用制度が消防職場にも導入されましたが、道内再任用実施消防本部の状況について実態を調査し、公平な採用及び高齢の職員が安心して働き続けられるよう、環境整備について助言すること。

(2) 消防職員委員会について

①　道内消防本部において行われています消防職員委員会の開催状況と開催内容についての調査をおこない、公表すること。

(3) 消防職員の安全衛生について

①　消防活動上の死亡事故が発生しています。道内・道外において発生している事故を調査し、各消防本部へ危険性を認識し安全衛生対策を講じるよう助言すること。

②　近年、精神疾患により休業者の増、さらには自殺者が発生している状況にあります。道内・道外での状況を調査すること。ＰＴＳＤ、惨事ストレス（ＣＩＳ）等に対応できるようストレスケア対策に取り組み、また、各消防本部へ助言すること。

③　災害現場活動等における石綿（アスベスト）に対する安全対策については、平成17年7月27日付消防消第162号において通知がなされていますが、消防隊員の安全・健康を確保するための対策として研修会等を開催すること。また、これらの健康診断を積極的に行うよう各消防本部に対し指導すること。

④　硫化水素ガス発生事故や新型インフルエンザ等の特異的事象に対する具体的対応策の迅速な情報提供及び各消防本部の対応資器材の常備について指導すること。

(4) 消防体制と救急体制について

①　改正された「消防組織法」に基づく広域消防再編に対し、「北海道消防広域化推進計画」が平成20年3月に策定されましたが、「消防組織法の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（平成18年4月11日参議院総務委員会）の趣旨が十分に配慮されていない内容となっています。「附帯決議」の趣旨に沿った内容に変更すること。

②　各圏域の進捗状況について伺いたい。また、防災消防課としてどのように関わっていくのか伺いたい。さらに、広域再編された富良野広域消防本部について防災消防課として検証し、検証結果について公表すること。

③　「消防力の整備指針」に基づく消防体制が確立されるよう道内消防本部に対し、適切な指導及び助言をおこなうこと。

④　救急救命士による再教育、特に病院実習について各消防本部の実施状況を調査し、全救急救命士が実施できるよう指導すること。また、再教育による病院実習、救急救命士の処置拡大による専科教育及び病院実習等が増加していることに鑑み、要員の確保について各消防本部に対し指導すること。

⑤　平成21年法律第34号「消防法の一部を改正する法律」における、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準の策定状況について伺いたい。

(5) 防災航空室について

①　防災航空室勤務の消防職員については、各消防本部から派遣された職員によって編成され勤務しています。防災ヘリコプターの運行に当たっては、宿日直や拘束待機等過酷な勤務を強いられているのが実態であることから、勤務の特殊性を考慮し早期に人員増をはかり、宿日直や拘束待機等の勤務体系を改善すること。

②　防災航空室に派遣している消防本部の欠員補充がなされていない状況があります。欠員補充するよう強く助言すること。

(6) 北海道消防学校について

①　消防学校のカリキュラムに消防活動上の事故予防対策のための、危険予知・指揮研修等の特別教育等を設け再発防止に万全を期すること。

②　複雑多様化する災害及び消防行政に対応するための教育施設の充実と、プライバシー保護から学生寮の個室化等を考慮した施設の拡充・改善をはかること。

③　各消防本部から派遣されている消防学校の教官の欠員補充がなされていない状況にあるので、欠員補充するよう強く助言すること。

(7) 大規模災害の対応について

①　大規模かつ長期化する災害において各消防本部から派遣された隊員の勤務条件を含めた安全衛生管理の徹底と旅費、諸手当等について適切に対応するよう助言すること。
８．北海道農業の確立に関する要求

(1) 肥料高騰対策の継続など

燃料、飼料、肥料など生産資材の高騰が続いており、農業経営を直接圧迫する状況が続いています。この状態が続けば、国民の食料確保に大きな影響が出ることも懸念されます。国に対して高騰対策の継続を求めるとともに、さらに、輸入資材に頼らない農業生産方式＝循環型農業の一層の推進をはかり持続的な発展をはかるべきです。また、本年の長雨低温・日照不足被害に対する対策を緊急的に行うこと。

(2) 北海道農業の持続的発展に向けて
①　WTO交渉、EPA交渉においては、国内実態を十分に勘案し農産物の関税撤廃については断固反対すること。我が国の食料自給率がカロリーベースで40％の現状において、食料を自国で生産することの重要性を道民にPRし、農業・食料を自国で守り育てる運動を展開すること。自給の根元は、地産地消や地場産農産物をきちっと消費することにあり、そうすることで自給率の向上がはかられます。消費者が求める農産物を地場でまかなえる自給力をもった農業の展開を推進すべきです。

北海道において、自給率は200％程度を維持しているものの、北海道産農畜産物の道内食率はけっして高い水準ではありません。より一層道産農畜産物の食率向上をはかること。
②　水田・畑作経営所得安定対策（品目横断的経営安定対策）による影響についてしっかりとした評価を行い公表すること。また、農業の再生産を維持できる所得水準を確保するためにも直接所得補償方式を取り入れること。農村でより一層深刻な問題となっている少子高齢化、過疎化対策として老人や子どもを含め農村部の住民が安心して暮らせる社会環境を整えること。
③　農地・水・環境保全向上対策について、地域住民はもとより農村部の農家・非農家においても十分理解されているとは言い難い状況にあります。また、地域の農業施設を住民で守り、地域環境を守り育てる有意義な施策であるにもかかわらず、十分な予算が確保されていません。５ヵ年の対策なので十分な予算措置をするとともに、広く道民に啓蒙し実効ある施策としてもらい地域に定着するような対策とすること。
④　農業を含め第１次産業は自然環境、自然生態系の中で営まれており、環境に負荷を与えない農業を推進する必要があります。先進的営農活動支援は、環境に配慮した農業生産をめざしており、今日的な支援策ととらえています。これらで行われている生産技術を整理し評価することによって、より環境に配慮した農業生産が実現できると考えます。北海道がクリーン農業を推進する上でも有効な手段となるので、長期的に継続できる支援策とすべきです。また、「YES!clean」も実施されていますが、化学農薬、化学肥料の削減目標および一定の環境指標を独自に設定し、達成した農家に対して環境支払いをおこなっていくこと。
⑤　農業ばかりでなく、北海道が地域産業を振興する立場にあるなら、試験研究機関の独立行政法人化はおこなうべきではありません。これからの農・林・水産業は、国際的にも国内的にも大きな課題を抱えており、その課題に迅速に対応し、基礎部分から綿密な試験研究を行い、地域課題を解決していくためには非常に重要な機関となります。あわせて、農業改良普及センターは、地域の多様な要望に応えられるよう、機能の強化をはかるとともに普及指導員の資質の向上をはかるべきです。

(3) 担い手の確保について
①　農業が活性化されれば、自ずから後継者が残り担い手が確保されます。資質のある新規参入希望者にもスムーズに就農できるような支援策を講じること。
②　農村は、そこに暮らす人が居て始めて農村集落としての機能が発揮されます。地域文化や伝承文化を守るためにも一定戸数の集落を形成できるよう集落の再編も必要になっています。都市住民との協働とともに、農村振興をはかること。
③　遊休農地は、食料を確保するうえで大きなマイナスとなっています。遊休農地の有効な活用と意欲ある農業担い手の確保をはかるべきです。

(4) 安全・安心な食料の確保について
①　低コスト流通、エネルギーの節約（フードマイレージ）の面からも地産地消を積極的に推進すべきです。また、産地加工を積極的に推進できるよう産業振興をはかること。
②　各地で相次いでいる食品偽装や中国産加工食品などが大きな問題となっており、道民に不安を与えています。道民の食の安全・安心を確保するため、食品表示の適正化と検査体制の一層の確立をはかること。
③　消費者の信頼を回復するため、全ての食料に対するトレーサビリティシステムの構築と、その監視体制を強化すること。ＢＳＥ全頭検査については継続すること。
